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歳
入

　

歳
入
は
全
体
の
約
3
分
の
１
を
占
め

る
市
税
を
前
年
度
比
3
・
2
％
減
の
１

１
１
億
４
０
９
６
万
円
と
見
込
み
ま
し

た
。
特
に
、
法
人
市
民
税
は
景
気
の
影

響
か
ら
4
億
４
８
５
０
万
円
減
額
の
5

億
５
５
０
万
円
を
見
込
み
ま
し
た
。
ま

た
、
固
定
資
産
税
は
家
屋
課
税
標
準
額

の
増
加
に
よ
り
８
９
０
０
万
円
の
増
と

見
込
み
ま
し
た
。

　

各
種
交
付
金
で
は
、
自
動
車
取
得
税

交
付
金
は
昨
年
に
続
き
減
税
措
置
が
講

じ
ら
れ
る
こ
と
か
ら
減
額
を
見
込
み
、

地
方
特
例
交
付
金
は
子
ど
も
手
当
て
が

新
た
に
創
設
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
増
額

を
見
込
み
ま
し
た
。

　

国
・
県
支
出
金
は
、
子
ど
も
手
当
て

創
設
に
よ
り
国
負
担
金
が
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、
昨
年
度
比

14
・
１
％
増
の
89
億
円
を
見
込
み
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
地
方
が
自
由
に
使
え
る

財
源
を
増
や
す
た
め
、
国
の
地
方
交
付

税
総
額
が
増
額
に
な
る
こ
と
か
ら
見
込

ん
だ
も
の
で
す
。

　

負
担
金
・
使
用
料
外
で
は
、
保
育
児

童
保
育
料
金
の
見
直
し
に
よ
り
、
減
額

を
見
込
み
ま
し
た
。

歳
出

　

歳
出
で
は
、
予
算
編
成
方
針
に
基
づ

き
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
の
実
現
化
が
図

ら
れ
て
い
ま
す
。
特
に
「
総
務
費
」「
民

生
費
」「
商
工
費
」
の
伸
び
が
大
き
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　

全
体
の
28
・
6
％
を
占
め
る
民
生
費

で
は
「
子
ど
も
手
当
て
」
の
創
設
（
18

億
６
７
３
２
万
円
）
や
生
活
保
護
扶
助

費
の
増
（
2
億
１
３
７
８
万
円
）、
福

祉
医
療
費
の
対
象
者
拡
大
に
よ
り
増

（
６
０
９
２
万
８
０
０
０
円
）
と
な
り

ま
し
た
。

　

総
務
費
は
本
庁
舎
建
設
事
業
経
費
と

し
て
、
建
設
基
金
の
積
み
立
て
金
（
1

億
円
）の
計
上
や
国
勢
調
査
費
の
増（
３

５
９
３
万
円
）
に
よ
り
増
額
と
な
り
ま

し
た
。

　

商
工
費
は
中
小
企
業
振
興
資
金
貸
付

金
預
託
金
の
増
（
１
億
円
）
や
制
度
資

金
保
証
料
の
増
（
４
７
０
０
万
円
）
に

よ
り
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
衛
生
費
は
、
安
曇
野
赤
十
字

病
院
建
設
補
助
金
の
減
（
4
億
７
６
７

２
万
８
０
０
０
円
）
に
よ
り
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
道
路
橋
梁
維
持
費
や
道
路

橋
梁
新
設
改
良
費
・
公
園
事
業
費
等
で

減
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
2
月
補
正
で

国
の
経
済
対
策
で
あ
る
、
き
め
細
か
な

臨
時
交
付
金
事
業
と
し
て
前

倒
し
た
事
業
費
（
2
億
１
５

０
０
万
円
）
が
あ
り
ま
す
。

　

消
防
費
は
21
年
度
に
引
き

続
き
デ
ジ
タ
ル
移
動
系
行
政

無
線
の
整
備
や
、
消
防
車
両

更
新
事
業
等
を
行
い
、
昨
年

度
と
ほ
ぼ
同
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

教
育
費
は
、
穂
高
給
食
セ

ン
タ
ー
建
設
事
業
・
堀
金
中

学
校
耐
震
補
強
費
・
豊
科
北

小
学
校
・
三
郷
小
学
校
耐
震

補
強
工
事
・
豊
科
交
流
学
習

セ
ン
タ
ー
建
設
事
業
が
あ
り

ま
す
が
、
穂
高
交
流
学
習
セ

ン
タ
ー
事
業
・
穂
高
北
小
学

校
耐
震
補
強
工
事
の
終
了
に

よ
り
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
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4億
4600万円
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歳入予算の増減歳出予算の増減

 

一
般
会
計
は
、

３
５
３
億
５
千
万
円

市
民
生
活
の
全
体
を
ま
か
な
う
「
一
般
会
計
」
の
予
算
総
額
は
、
３
５
３

億
５
０
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
昨
年
と
比
較
し
２
・
８
％
、
９
億
５

０
０
０
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

平成 22 年度
一般会計歳入構成比率

平成 22 年度
一般会計歳出構成比率

繰入金
4.2％

市議会３月定例会は3月25日、22年度の当初予算案を賛成多数で可決し、閉会しました。

■平成 21 年度
■平成 22 年度

負担金・使用
料・手数料外

3.8％

2億
6100万円

2億
7100万円

39億
7500万円

38億
2400万円

101億円

85億
5500万円

36億
6200万円

19億
8900万円

12億
3400万円10億

9800万円

36億
3500万円

40億
2300万円

14億
5800万円

43億
2500万円

44億
2600万円

45億
6200万円

5000万円 5000万円

45億
8700万円

14億
4700万円

19億
5400万円

40億
7000万円

9900万円9500万円

■平成 21 年度
■平成 22 年度


